
○ 精神保健福祉法には、平成１１年改正まで医療保護入院等のための患者の移
送に関する特段の規定がなく、緊急に入院を必要とする状態にあるにもかかわら
ず患者本人が入院の必要性を理解できないために、結果的に入院が遅れ、自傷
他害の事態に至る場合や、家族等の依頼を受けた民間警備会社が強制的に精
神障害者を移送する等患者の人権の観点から問題視される事例が発生していた。

○ このため、平成１１年改正により医療保護入院のための移送の規定が新設さ
れ、これに伴い、措置入院に付随して従来から行われていた移送についても規定
が新設された。

経緯

精神保健福祉法第34条に基づく移送制度について
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指定医の診察の結果、直ちに入院させなければその者の医療および保護を図るうえで著しく支障
がある精神障害者であって、任意入院が行われる状態ではないと判断された者について、保護者
の同意の有無に応じて医療保護入院または応急入院をさせるため、応急入院指定病院に移送す
ることができる制度。

条件

・直ちに入院させなければ医療及び保護を図
る上で著しく支障がある。

・家族等が説得の努力を尽くしても本人の理
解が得られない場合に限り緊急避難的に行う
ものであるため、事前調査を十分に行うこと。

（平成１２年３月２８日障第２０８号厚生省大
臣官房障害保健福祉部長通知）

行動制限を行う
場合がある
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第34条に基づく移送

実施までの流れ

※措置入院における移送についても、精神保健福祉法第29条
の2の2で規定されており、申請・通報等に基づき同様の手続
き（指定医診察は2名。保護者同意不要）で移送が行われる。
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法第34条に基づく移送の実績

○ 平成21年度の１年間で法第34条に基づく移送を実施したのは65都道
府県・指定都市中26自治体（移送件数は146件※）。

○ 平成12年の施行時から平成21年度までの移送件数は1,611件※となっ
ている。

○ 実績が少ない理由としては、適用の判断の難しさ、指定医の確保等

の実施体制の確保の難しさ等が考えられる。

○ 精神科救急医療体制整備事業において移送経費を補助対象として

いる。（補助率１／２）

※衛生行政報告例より



精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
（昭和二十五年法律第百二十三号）（抄）

（申請等に基づき行われる指定医の診察等）
第二十七条 都道府県知事は、第二十三条から前条までの規定による申請、通報又は届出のあつた者について調査の上必要
があると認めるときは、その指定する指定医をして診察をさせなければならない。

２ 都道府県知事は、入院させなければ精神障害のために自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれがあることが明らかである
者については、第二十三条から前条までの規定による申請、通報又は届出がない場合においても、その指定する指定医をして
診察をさせることができる。

３ 都道府県知事は、前二項の規定により診察をさせる場合には、当該職員を立ち会わせなければならない。
４ 指定医及び前項の当該職員は、前三項の職務を行うに当たつて必要な限度においてその者の居住する場所へ立ち入ること
ができる。

（措置入院等のための移送）

第二十九条の二の二 都道府県知事は、第二十九条第一項又は前条第一項の規定による入院措置を採ろうとする精神障害者

を、当該入院措置に係る病院に移送しなければならない。
２ 都道府県知事は、前項の規定により移送を行う場合においては、当該精神障害者に対し、当該移送を行う旨その他厚生労働
省令で定める事項を書面で知らせなければならない。

３ 都道府県知事は、第一項の規定による移送を行うに当たつては、当該精神障害者を診察した指定医が必要と認めたときは、
その者の医療又は保護に欠くことのできない限度において、厚生労働大臣があらかじめ社会保障審議会の意見を聴いて定める
行動の制限を行うことができる。

（医療保護入院等のための移送）
第三十四条 都道府県知事は、その指定する指定医による診察の結果、精神障害者であり、かつ、直ちに入院させなければその
者の医療及び保護を図る上で著しく支障がある者であつて当該精神障害のために第二十二条の三の規定による入院が行われ
る状態にないと判定されたものにつき、保護者の同意があるときは、本人の同意がなくてもその者を第三十三条第一項の規定
による入院をさせるため第三十三条の四第一項に規定する精神科病院に移送することができる。

２ 都道府県知事は、前項に規定する者の保護者について第二十条第二項第四号の規定による家庭裁判所の選任を要し、か
つ、当該選任がされていない場合において、その者の扶養義務者の同意があるときは、本人の同意がなくてもその者を第三十
三条第二項の規定による入院をさせるため第三十三条の四第一項に規定する精神科病院に移送することができる。

３ 都道府県知事は、急速を要し、保護者（前項に規定する場合にあつては、その者の扶養義務者）の同意を得ることができない
場合において、その指定する指定医の診察の結果、その者が精神障害者であり、かつ、直ちに入院させなければその者の医療
及び保護を図る上で著しく支障がある者であつて当該精神障害のために第二十二条の三の規定による入院が行われる状態に
ないと判定されたときは、本人の同意がなくてもその者を第三十三条の四第一項の規定による入院をさせるため同項に規定す
る精神科病院に移送することができる。

４ 第二十九条の二の二第二項及び第三項の規定は、前三項の規定による移送を行う場合について準用する。 4


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	精神保健及び精神障害者福祉に関する法律�（昭和二十五年法律第百二十三号）（抄）

